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JEITAJEITAソフトウェア開発モデル契約のソフトウェア開発モデル契約の
普及啓発に向けた取組み普及啓発に向けた取組み

All Rights Reserved, Copyright© JEITA 2010

2010年7月13日

ソリューションサービス事業委員会

ソフト開発モデル契約ＷＧ 主査
株式会社日立製作所 岩切美和
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2009年度活動報告

１．経済産業省「情報システム・ソフトウェア取引高度化

コンソーシアム」活動への参画

① 活動の目的

・情報システム・ソフトウェアの信頼性向上、取引の高度化、

経済産業省モデル契約書の普及啓発

１．経済産業省「情報システム・ソフトウェア取引高度化

コンソーシアム」活動への参画

① 活動の目的

・情報システム・ソフトウェアの信頼性向上、取引の高度化、

経済産業省モデル契約書の普及啓発
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経済産業省モデル契約書の普及啓発

② 活動の成果

・「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例集」：10年３月公表

http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/softseibi/trouble%20cases.pdf

・ 経済産業省モデル契約書セミナーの実施：３回（約700名）

トラブル事例からみる情報システム取引契約実務のポイント等

についてコンソーシアム委員から説明

経済産業省モデル契約書の普及啓発

② 活動の成果

・「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例集」：10年３月公表

http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/softseibi/trouble%20cases.pdf

・ 経済産業省モデル契約書セミナーの実施：３回（約700名）

トラブル事例からみる情報システム取引契約実務のポイント等

についてコンソーシアム委員から説明
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2009年度活動報告

２．JEITA「ソフトウェア開発基本契約書」セミナーの実施

セミナー資料、Q&A、モデル契約対比表：下記より公開

（URL：http://home.jeita.or.jp/is/committee/solution/index.html）

・目的：JEITA「ソフトウェア開発基本契約書」(2008年公表)の普及啓発

参加者：JEITA会員／非会員の法務 営業 SEの方(約200名)

２．JEITA「ソフトウェア開発基本契約書」セミナーの実施

セミナー資料、Q&A、モデル契約対比表：下記より公開

（URL：http://home.jeita.or.jp/is/committee/solution/index.html）

・目的：JEITA「ソフトウェア開発基本契約書」(2008年公表)の普及啓発

参加者：JEITA会員／非会員の法務 営業 SEの方(約200名)
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・参加者：JEITA会員／非会員の法務、営業、SEの方(約200名)

・実施回数：2回

・テーマ：モデル契約の狙いと実務での具体的活用

（第１部）トラブル回避のポイント

（第２部）モデル契約の実務での具体的活用

（第３部）モデル契約における主な条文のご説明

・参加者：JEITA会員／非会員の法務、営業、SEの方(約200名)

・実施回数：2回

・テーマ：モデル契約の狙いと実務での具体的活用

（第１部）トラブル回避のポイント

（第２部）モデル契約の実務での具体的活用

（第３部）モデル契約における主な条文のご説明
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２．JEITA「ソフトウェア開発基本契約書」セミナーの実施

・主なご意見

２．JEITA「ソフトウェア開発基本契約書」セミナーの実施

・主なご意見

2009年度活動報告

項目 件数 主なご意見

１ モデル契約書の普及・啓発活動

セミナーの継続
的実施

10 実務に役立つもの(判例、事例)(6)
ユーザへの周知(1)、ユーザ・ベンダ別(1)他

All Rights Reserved, Copyright© JEITA 2010

その他活動
全般

6 ユーザ、ベンダ双方にとって対等な契約関係の構築に
向けた普及啓発活動(1)他

２ モデル契約書の作成

ソフトウェア
開発委託契約

11 ユーザ側に立ったもの(4) 、スクラッチ開発以外 (アジャイル)(4)
他、保守・運用サービス契約(2)

その他 9 クラウドサービスに対応するモデル契約(4)、
民法改正対応版モデル契約(1)他

３ その他 7 モデル契約書の活用状況の調査(1)、交渉事例調査(1)
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2010年度活動計画

＜方針＞
経産省関連委員会への参加等、業界横断的活動の強化及び同活動内容の
JEITA会員へのフィードバックを通じ、ソフトウェア開発取引の適正化
および情報システムの信頼性向上の観点を踏まえて作成した
JEITA『ソフト開発モデル契約』の一層の普及啓発を図る。

＜計画(予定)＞

＜方針＞
経産省関連委員会への参加等、業界横断的活動の強化及び同活動内容の
JEITA会員へのフィードバックを通じ、ソフトウェア開発取引の適正化
および情報システムの信頼性向上の観点を踏まえて作成した
JEITA『ソフト開発モデル契約』の一層の普及啓発を図る。

＜計画(予定)＞
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１．JEITAモデル契約の普及啓発セミナーの実施

２．その他

１．JEITAモデル契約の普及啓発セミナーの実施

２．その他

・時期：下期
・主たる対象者：プロマネの方（法務、営業の方の参加も可能）

・テーマ：トラブルの未然防止に資する、契約締結上の留意点の
具体的解説（経産省トラブル事例集の活用を予定）

・他団体との情報交換会
・民法（債権法）改正の影響の検討（法務・知的財産権運営委員会と連携）

（紹介）（紹介）
経済産業省委託事業経済産業省委託事業
「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例集」「情報システム・ソフトウェア取引トラブル事例集」

情報システム・ソフトウェア取引高度化コンソーシアム編情報システム・ソフトウェア取引高度化コンソーシアム編
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※※説明は、トラブル事例集及びコンソーシアム説明会説明は、トラブル事例集及びコンソーシアム説明会資料を資料を
基本的に流用して行います。基本的に流用して行います。



ユーザ ベンダ

 モデル契約の認知不足

 情報システム取引契約の注意点、
知識が不足

 従前の商習慣、取引慣行が依然
として継続している

 トラブルの原因たる契約の見直

モデル契約書発表以降の状況

作成の目的
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 具体的な方法論の欠如
トラブルの原因たる契約の見直
しが進んでいない

判例等からモデル契約の活⽤によって未然に防げた事例を
解説するとともに、具体的な契約テクニックを公表

（素材）
・日本弁護士連合会コンピュータ委員会「ソフトウェア開発関連判例」（平成19年度）で選定した判例
・日経ＢＰ社が日経コンピュータで連載した「動かないコンピュータ」の実例等 80件
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構成

序文

1章 トラブル事例集作成の目的

2章 モデル契約書解説（第一版、追補版）

3章 トラブルの原因総論

序文

1章 トラブル事例集作成の目的

2章 モデル契約書解説（第一版、追補版）

3章 トラブルの原因総論
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4章 情報トラブル事例（各論）・・・23件の事例を収載

５章 用語集

６章 資料

執筆者

4章 情報トラブル事例（各論）・・・23件の事例を収載

５章 用語集

６章 資料

執筆者



項番 改善の余地のある事項 例
1 契約成⽴以前の作業開始 契約成⽴以前の作業開始、契約成⽴をめぐるトラブル

2 作業に不適合な契約形態 ⼀括請負契約、要件定義の請負契約、異なるベンダへの⼯程別発注に際しての調整、
契約類型（請負か委任か）の不明確さ

3 契約内容の不備

3-1 業務範囲
提案書・⾒積書の効果についての誤解、議事録その他のドキュメントの効果について
の誤解、業務範囲の誤解（瑕疵⼜は債務不履⾏の主張がなされたがそもそも具備すべ
き仕様でないとされた場合）

3-2 完成基準・検査 ベンダーへの丸投げ、仕様が決まらない（仕様確定についてのベンダとユーザの意識
の乖離） 検査実施⽅法の規定の⽋如 実態を伴わない検収書の発⾏

３章 トラブルの原因と分類基準（総論）
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の乖離）、検査実施⽅法の規定の⽋如、実態を伴わない検収書の発⾏

3-3 役割分担・プロジェクト
推進体制

ユーザの協⼒義務についての認識⽋如、ユーザ側の業務推進体制の不備、ベンダの下
請けへの丸投げ、マルチベンダ体制（ベンダ間の調整）、責任の所在の⽋如、パッ
ケージ選定責任に関する取決めの⽋如

3-4 知的財産権 知的財産権への理解不⾜

3-5 第三者が権利を有する
ソフトウェア 処理条項の⽋如、責任が曖昧、不具合修正ができない

3-6 変更管理
変更管理⼿続（作業範囲の変更に際しての納期・⾒直しルール）の⽋如、連絡協議会
の決定事項の効果が曖昧、ユーザの計上基準や規則が曖昧、技術的難易度の共通理解
の不⾜

4 債務不履⾏・瑕疵担保責任 善良なる管理者の注意義務違反
5 リース契約
6 ⾃治体関連契約

（左側ページ） （右側ページ）

 事案の概要
・当事者の主張（絵）

・事案の概要

(ⅰ)トラブルの当事者

 反省点
トラブルを生じさせないようにするた
めに、当事者はどのような対応をすべ
きであったと考えられるかを分析・

４章 情報トラブル事例
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(ⅰ)トラブルの当事者

(ⅱ)請求内容と金額

（明示できる場合）

(ⅲ)トラブルに至る経緯

(ⅳ)争点

（選定方針に該当する争点）

(ⅴ)当事者それぞれの主張

(ⅵ)判決の確定内容/紛争の状況

整理

 モデル契約書活用のポイント
トラブルを未然に回避するためにモデ
ル契約書をどのように活用する
ことができるか、モデル契約の具体的
活用の考え方と条文の概要を説明
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事例紹介のページ
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１５．プロジェクトマネージメント義務違反、協力義務違反があった事例（※）

システムの納⼊が
遅れたのは、ベン
ダの能⼒不⾜や、
プロジェクトの進
め⽅が悪かったせ
いです。

システムの納⼊が
遅れたのは、ユー
ザの意思決定が遅
く、ユーザの協⼒
が得られなかった
ためです。ユーザ（原

告）
ベンダ（被
告）
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（※）参考：東京地裁 平成16年3月10日判決（地裁平成12年（ワ）第20378号、平成13年1739号）（※）参考：東京地裁 平成16年3月10日判決（地裁平成12年（ワ）第20378号、平成13年1739号）

です。 ためです。

【判決】
ベンダにはプロジェクトマネージメン

ト
義務違反、ユーザには協⼒義務違反が
あり、どちらのせいとは⾔い切れませ
ん。

告）

裁判所

）



概要

原告 国民健康保険組合（ユーザ）
被告 システム開発会社（ベンダ）
請求内容 既払い委託料返還請求（2億５２００万円）
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経緯 ユーザとベンダは電算システムの開発委託契約を締結
したが、同システムは納入期限までに完成せず、
ユーザはベンダに対し、債務不履行解除をし、
支払済の委託料の返還を求めた。

争点
・ベンダの債務の内容はどのようなものであったか。ベンダは債務を

履行したといえるか。
・ユーザは、ベンダによる開発に協力すべき契約上の義務を負うか。
・システムの開発作業が遅れ完成に至らなかった原因は何か。

ユーザの主張
ベ ダはプ ジ クト ネ ジメ ト義務を負 ている

概要
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・ベンダはプロジェクトマネージメント義務を負っている。
・ユーザが協力義務を負うのは例外的な場合のみである。
・完成が遅れたのは、ベンダの知識・技術不足、プロジェクト

マネージメント能力不足が原因。

ベンダの主張
・オーダーメイドのシステム開発には、ユーザの主体的関与が不可欠

であり、また契約書にも協力義務が定められている。
・ユーザの協力義務違反が遅延の原因である。



 ベンダは、契約書・提案書で提示した開発手順・手法で開発を進め、
進捗状況を管理し、開発を阻害する要因を発見し、これに適切に対処
すべき義務を負い、さらに、ユーザによって作業を阻害される行為が
ないよう働きかける義務を負う（プロジェクトマネージメント義務）。

 具体的にはユーザがシステム機能の追加や変更の要求等をした場合で、
当該要求が委託料や納入期限等に影響を及ぼすものであつた場合に、
ユーザに対し適時その旨説明して 要求の撤回や追加の委託料の負担
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判決
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ユーザに対し適時その旨説明して、要求の撤回や追加の委託料の負担、
納入期限の延期等を求めるなどの義務である。

 他方、オーダーメイドのシステム開発はベンダのみでは完成できず、
ユーザは、開発過程において、どのような機能を要望するのかを明確に
伝え、ベンダとともに検討し、画面や帳票を決定し、成果物の検収を
するなどの協力義務がある。
ベンダから求められた際に、ユーザが適時適切な意思決定をしてない点
が協力義務違反であるとされた。

 債務不履行解除は認められなかったが、民法641 条（請負契約の仕事
が完成するまでは、ベンダの損害を賠償してユーザがいつでも契約を解
除できる旨の規定） による解除が認められ、ベンダの過失を差し引き
1 億1340 万円につき認容された。
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判決
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多段階契約の締結

・本件では、工程単位で納期を決めておきながら、委託料は一括して定めてお
り、結果的には基本設計が未確定のまま、次の工程を進めている。
そこでユーザが機能について追加の要望をしたことにより、開発に混乱
をきたし、しかも 、ベンダが追加要望に対する追加委託料の申入れを
行った時点は納入期限を過ぎており、かつ、その内容が倍額を超える
費用負担か処理数を半分以下に削減するかの選択を迫るという唐突な
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モデル契約書活用のポイント
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ものであったとされていることからも、プロジェクトの過程で見直しの
機会を設けることによって最悪の事態を回避できた可能性のある事案
であると評価できる。例えば、工程別に委託料を見直す多段階契約を
締結しておけば、問題が生じることを防止できた可能性が高い。

変更管理手続／未確定事項の取扱いの規定

・変更管理手続が具体的に明確にされており、あわせて未確定事項の確定に
関する取り決めがなされていれば、基本設計に不完全な点があって、懸案
事項を検討しながら開発をすすめるにあたっても、モデル契約（第1 版）
の想定するプロジェクトマネージメントが機能した可能性があった。
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おわりに

１．JEITAモデル契約の普及啓発セミナーについて

⇒単なる個別のトラブル事例の解説にとどまらない

１．JEITAモデル契約の普及啓発セミナーについて

⇒単なる個別のトラブル事例の解説にとどまらない

・時期：下期
・主たる対象者：プロマネの方（法務、営業の方の参加も可能）

・テーマ：トラブルの未然防止に資する、契約締結上の留意点の
具体的解説（経産省トラブル事例集の活用を予定）
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⇒単なる個別のトラブル事例の解説にとどまらない、

実務での具体的活用に資する留意点の情報共有を

めざして準備を進める予定です。ご期待ください。

２．当WGでは、随時メンバーを募集しています。

本年度活動内容にご興味のある方は、

JEITA事務局までお問い合わせください。

⇒単なる個別のトラブル事例の解説にとどまらない、

実務での具体的活用に資する留意点の情報共有を

めざして準備を進める予定です。ご期待ください。

２．当WGでは、随時メンバーを募集しています。

本年度活動内容にご興味のある方は、

JEITA事務局までお問い合わせください。



ご参考：JEITAモデル契約解説書
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JEITA デル契約を逐条解説し

●JEITAモデル契約を逐条解説

ソフトウェア開発モデル契約の解説
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(社)電子情報技術産業協会ソリューションサービス事業委員会 著
Ａ５判／３８６頁／３，９９０円（税込）

ISBN978-4-7857-1587-8 ０８．１０刊

JEITAモデル契約を逐条解説し、
2007年経産省モデルを実運用す
る際の留意点等を明らかにする！


